
ウエストロー・ジャパン株式会社は、新日本法規出版株式会社とトムソン・ロイターの合弁会社です。

※本セミナーは、企業の法務のご責任者ならびに実務ご担当者を対象としています。
※個人のお客様や同業者（社内弁護士を除く）の方につきましてはご参加をお断りしますので、予めご了承ください。
※応募多数の場合は抽選にて決定しますが、抽選の際は、一社につき2名様までとさせていただきます。
※講演レジュメは、お一人様1部、講演参加者にのみ配布いたします。万一ご欠席された場合はお渡しできません。

日　　　時 ： 2016年8月26日（金）　セミナー　14：00～16：00（13：30開場）
会　　　場 ： トムソン・ロイター赤坂オフィス セミナールーム 東京都港区赤坂 5-3 -1 赤坂Bizタワー30階
　　　　　http://www.biztower.net/access/img/access.pdf

主　　　催 ： ウエストロー・ジャパン株式会社
定　　　員 ： 50名
　　　　　　申込み多数の場合は、抽選の上、抽選結果をご登録のメールアドレスにお送り致します。
申　込　先 ： Webサイトよりお申し込みください。　
　　　　　http://www.westlawjapan.com/event/seminar/160826.html

参　加　費 ： 無料

昨今、“FinTech”という用語を至るところで目に耳にするようになりました。“FinTech”とは、“Finance”（金融）と“Technology”（技術）とを組み合わ
せた造語ですが、これまで事業者が提供できなかった、ある種革命的なサービスの提供を目指す取組みを指します。“FinTech”の神髄はマッチングと
可視化であるとも言われますが、正に現在進行形で種々のサービスが生み出されようとしています。そのため、事業者においても極めて関心の高い
テーマとなっていますが、これらのサービスの提供に当たっては、各種の規制法との関係も問題となります。そこで、本セミナーでは、金融、資金決済、
消費者取引の各分野に精通した講師が、“FinTech”に関する議論の概要を紹介した上で、資金決済法、割賦販売法、貸金業法、金融商品取引法などの
各種規制法との関係についてポイントを絞って解説いたします。

ウエストロー・ジャパンリーガルセミナーのご案内
「2時間で分かる！ FinTechとそれをとりまく法律問題
 ～資金決済法、割賦販売法、貸金業法、金融商品取引法など～」
講師　村田・若槻法律事務所　弁護士  足立 格



（プログラム構成・内容は変更となる場合があります。予めご了承ください）
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プログラム 

14：00～14：30 “FinTech”の概要と各種サービス

14：30～14：50 “FinTech”（電子マネー、仮想通貨、送金、決済、融資、投資）と各種規制法

14：50～15：00 【製品紹介】 Westlaw Japanでは横断的に法情報をチェックいただけます
　　　　　　　　　　　Westlaw Japanでは、法関連情報（判例、法令、書籍・雑誌・ニュース等）の調査を横断的に行う事が可能です。
　　　　　　　　　　　今回は、標準装備のアラート機能を活用した情報収集方法をご紹介いたします。

15：00～15：10 コーヒーブレイク

15：10～15：45　　“FinTech”（電子マネー、仮想通貨、送金、決済、融資、投資）と各種規制法（続き）

15：45～16：00 質疑応答

弁護士　足立 格 （あだち いたる）
平成14年東京大学法学部卒。平成15年弁護士登録、森・濱田松本法律事務所入所。平成22年中央大学法科大学院兼任講師、早稲田大学法科大学院
寄附講座講師、一般社団法人保険オンブズマン紛争解決委員。平成26年一般社団法人日本少額短期保険協会諮問委員。平成27年村田・若槻法律
事務所入所、日本保険学会会員。2012年消費者庁受託研究平成23年度消費者契約法（実体法部分）の運用状況に関する調査研究報告。金融法務、
消費者関連法、資金決済、紛争解決、コンプライアンス、危機管理等を主たる業務分野としている。主な著書・論文として、「金融機関のための改正保険
業法等対応最終チェック」（銀行法務21、2016年）、「法人税法132条の『不当』の意義－IBM事件高裁判決を踏まえて－」（旬刊商事法務、2015年）、「消
費者契約法の改正」（金融法務事情、2015年）ほか多数。

講師紹介 村田・若槻法律事務所


